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議案第 　６　号　

　（総　則）

第１条　令和７年度滝沢市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 使用給水件数 件

（２） 年間総配水量 ㎥

（３） １日平均配水量 ㎥

（４） 主要な建設改良事業 水道施設整備事業 千円

配水管整備事業 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入

　第１款　水道事業収益 千円

　　第１項 営業収益 千円

　　第２項 営業外収益 千円

支　　　　出

　第１款　水道事業費用 千円

　　第１項 営業費用 千円

　　第２項 営業外費用 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額633,943千円は、損益勘定留保資金等で補てんするものとする。）。

収　　　　入

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項 企業債 千円

　　第２項 出資金 千円

　　第３項 負担金 千円

支　　　　出

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項 建設改良費 千円

　　第２項 企業債償還金 千円

　　第３項 返還金 千円

令和７年度滝沢市水道事業会計予算

22,576

5,168,659

14,161

92,790

384,580

1,114,508

1,015,093

99,415

961,745

930,060

31,685

132,473

100,000

31,473

1,000

766,416

617,711

147,098

1,607
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　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 利　率

100,000千円

年7.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後については、
当該見直し後の
利率）

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用と営業外費用の項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費

　（他会計からの補助金）

第９条　企業債利息償還に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、3,633千円

　である。

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、3,610千円と定める。

　令和７年２月２１日提出

滝沢市長　武田　哲

150,991千円

起債の目的 起債の方法 償還の方法

配水管整備事業

【借入先】
　財務省、銀行その他
【借入方法】
　普通貸借又は証券発行
【借入時期】令和７年度
　ただし、財政の都合等により起
債金額の全部又は一部を翌年度に
繰り延べて起債することができ
る。

　政府資金その他借入先の
融資条件による。
　ただし、財政又は借入先
の都合並びに金融の状況に
より、繰り上げ償還し、又
は償還年限を短縮し若しく
は低利に借換えすることが
できる。
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予算に関する説明書



水道事業会計



収益的収入及び支出

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

2

1

2

令和７年度滝沢市水道事業会計予算実施計画

    収    入

款 項 目 予 定 額 備　　考

水 道 事 業 収 益 1,114,508

営 業 収 益 1,015,093

給 水 収 益 935,445

受 託 工 事 収 益 2,001

そ の 他 営 業 収 益 77,647

営 業 外 収 益 99,415

受取利息及び配当金 625

他 会 計 補 助 金 3,633

引 当 金 戻 入 益 7,099

長 期 前 受 金 戻 入 87,843

雑 収 益 215

    支    出

款 項 目 予 定 額 備　　考

水 道 事 業 費 用 961,745

営 業 費 用 930,060

原 水 及 び 浄 水 費 189,513

配 水 及 び 給 水 費 112,502

受 託 工 事 費 2,500

業 務 費 124,258

総 係 費 82,387

減 価 償 却 費 402,817

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

24,571

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

7,114

資 産 減 耗 費 15,700

そ の 他 営 業 費 用 383

営 業 外 費 用 31,685
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資本的収入及び支出

　　収　　入 　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

1

3

1

　　支　　出 　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

3

2

1

3

1

款 項 目 予 定 額 備　　考

資 本 的 収 入 132,473

企 業 債 100,000

建 設 改 良 費 等 に
充てるための企業債

100,000

出 資 金 31,473

他 会 計 出 資 金 31,473

負 担 金 1,000

他 会 計 負 担 金 1,000

款 項 目 予 定 額 備　　考

資 本 的 支 出 766,416

建 設 改 良 費 617,711

営 業 設 備 費 140,341

水 道 施 設 整 備 費 92,790

建 設 改 良 企 業 債
償 還 金

147,098

配 水 管 整 備 費 384,580

企業債償還金 147,098

返 還 金 1,607

返 還 金 1,607
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 103,853

減価償却費 402,817

資産減耗費 15,700

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32

賞与引当金及び法定福利費引当金の増減額（△は減少） 912

長期前受金戻入額 △ 87,843

受取利息及び配当金 △ 625

支払利息及び企業債取扱諸費 24,571

未収金の増減額（△は増加） △ 12,512

未払金の増減額（△は減少） △ 6,462

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 482

　小計

利息及び配当金の受取額 625

利息の支払額 △ 24,571

業務活動によるキャッシュ・フロー 416,015

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 564,580

他会計からの負担金による収入 1,000

国庫補助金等の返還による支出 △ 1,607

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 565,187

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 100,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 147,098

他会計からの出資による収入 31,473

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 15,625

資金減少額 164,797

資金期首残高 1,275,603

資金期末残高 1,110,806

439,961

令和７年度滝沢市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(単位：千円)
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１  総    括
(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

給    料 手    当 計

本 13 (3) 55,900 31,236 87,136 21,882 7,855 116,873
年 5 (0) 17,639 9,809 27,448 6,670 0 34,118
度 18 (3) 73,539 41,045 114,584 28,552 7,855 150,991
前 12 (3) 49,170 28,003 77,173 20,719 6,682 104,574
年 5 (0) 19,922 12,075 31,997 9,095 0 41,092
度 17 (3) 69,092 40,078 109,170 29,814 6,682 145,666
比 1 (0) 6,730 3,233 9,963 1,163 1,173 12,299

0 (0) △ 2,283 △ 2,266 △ 4,549 △ 2,425 0 △ 6,974
較 1 (0) 4,447 967 5,414 △ 1,262 1,173 5,325

(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 寒冷地手当
時 間 外
勤 務 手 当

本 年 度 1,248 1,842 2,549 20 1,282 3,840
前 年 度 1,788 2,196 2,228 20 1,092 3,599
比 較 △ 540 △ 354 321 0 190 241

区 分
管 理 職 員
特別勤務手当 期末手当 勤勉手当

本 年 度 － 16,052 12,364
前 年 度 － 15,238 12,069
比 較 － 814 295

ア 会計年度任用職員以外の職員
(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

給    料 手    当 計

本 13 (0) 50,006 28,709 78,715 20,434 7,855 107,004
年 5 (0) 17,639 9,809 27,448 6,670 0 34,118
度 18 (0) 67,645 38,518 106,163 27,104 7,855 141,122
前 12 (0) 43,914 25,762 69,676 19,585 6,682 95,943
年 5 (0) 19,922 12,075 31,997 9,095 0 41,092
度 17 (0) 63,836 37,837 101,673 28,680 6,682 137,035
比 1 (0) 6,092 2,947 9,039 849 1,173 11,061

0 (0) △ 2,283 △ 2,266 △ 4,549 △ 2,425 0 △ 6,974
較 1 (0) 3,809 681 4,490 △ 1,576 1,173 4,087

(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 寒冷地手当
時 間 外
勤 務 手 当

本 年 度 1,248 1,842 2,284 20 1,282 3,840
前 年 度 1,788 2,196 1,963 20 1,092 3,599
比 較 △ 540 △ 354 321 0 190 241

区 分
管 理 職 員
特別勤務手当 期末手当 勤勉手当

本 年 度 － 14,822 11,332
前 年 度 － 14,162 11,169
比 較 － 660 163

※（   ）内は、短時間勤務職員について外書き。

損益勘定支弁職員
資本勘定支弁職員

合        計
損益勘定支弁職員
資本勘定支弁職員

合        計
損益勘定支弁職員
資本勘定支弁職員

合        計

管理職手当

0
0

職員数 給        与        費

※（   ）内は、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の4第1項に規定する短
時間勤務の職を占める職員をいう。以下同じ。）について外書き。

法定福利費
引当金
繰入額

合    計

手当の内訳

1,848
1,848

0

宿日直手当

0

（人）

損益勘定支弁職員
資本勘定支弁職員

合        計
損益勘定支弁職員

区        分

資本勘定支弁職員
合        計

損益勘定支弁職員

0
0

資本勘定支弁職員
合        計

管理職手当

1,848

区        分 法定福利費
引当金
繰入額

合    計

給  与  費  明  細  書

職員数 給        与        費

（人）

1,848
0

手当の内訳
宿日直手当

0
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イ 会計年度任用職員
(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

本 (3)
年 (0)
度 (3)
前 (3)
年 (0)
度 (3)
比 (0)

(0)
較 (0)

(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

２  給料及び手当の増減額の明細

 平均昇給率

 給与改定率

 給与改定の適用日 令和6年4月1日

 職員数の異動状況

  6月期の標準的な支給割合 

   1.225を1.25に引き上げ

 12月期の標準的な支給割合 

   1.225を1.25に引き上げ

勤勉手当   6月期の標準的な支給割合 

   1.025を1.05に引き上げ

 12月期の標準的な支給割合 

   1.025を1.05に引き上げ

勤勉手当

1,032
900
132

職員数 給        与        費

（人） 給    料 手    当 計

損益勘定支弁職員 0 5,894 2,527 8,421 1,448 0 9,869
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0
合        計 0 5,894 2,527 8,421 1,448 0 9,869

損益勘定支弁職員 0 5,256 2,241 7,497 1,134 0 8,631
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0
合        計 0 5,256 2,241 7,497 1,134 0 8,631

損益勘定支弁職員 0 638 286 924 314 0 1,238
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0
合        計 0 638 286 924 314 0 1,238

区 分 通勤手当
時 間 外
勤 務 手 当 期末手当

本 年 度 265 0 1,230
前 年 度 265 0 1,076
比 較 0 0 154

区   分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説    明 備            考

給  料 4,447  昇給に伴う 333 2.17%

 増減分

 給与改定に 1,815 2.97%

 伴う増減分

 増減分  その他の

21人 0人 21人

(再任用職員2人、会計年度任用職員3人含む。)

 本年度

前年度 20人 0人 20人

(再任用職員1人、会計年度任用職員3人含む。)

増  減 1人 0人 1人

手  当 967  給与改定に 555 期末手当

 伴う増減分

 その他の 412  人事異動等

 増減分  その他の

 増減分

区        分 法定福利費
引当金
繰入額

合    計

手当の内訳

※（   ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時
勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。

現に在職
する職員数

（その他） （計）
 増減分

 その他の 2,299  人事異動等
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３  給料及び手当の状況（会計年度任用職員を除く。）

（１）職員１人当たり給与

※短時間勤務職員も含む。

（２）初  任  給

（３） 級別職員数

級
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 5.6
（ 0 ） （ 0.0 ）

2 11.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

3 16.7
（ 0 ） （ 0.0 ）

3 16.7
（ 0 ） （ 0.0 ）

4 22.2
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 5.6
（ 0 ） （ 0.0 ）

4 22.2
（ 0 ） （ 0.0 ）

18 100.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 5.9
（ 0 ） （ 0.0 ）

2 11.8
（ 0 ） （ 0.0 ）

3 17.6
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 5.9
（ 0 ） （ 0.0 ）

5 29.4
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 5.9
（ 0 ） （ 0.0 ）

4 23.5
（ 0 ） （ 0.0 ）

17 100.0

※（   ）内は、短時間勤務職員について外書き。

区                      分 一般行政職

平均給料月額 （円） 319,122

352,575

平 均 年 齢  （歳） 41.76

一般会計の制度

平均給与月額 （円） 360,794

平 均 年 齢  （歳） 43.06

平均給料月額 （円） 308,782

４          級

３          級

職員数（人） 構成比（％）

令和 7年 1月 1日現在

令和 6年 1月 1日現在

区          分
行 政 職

　　　　 （円）

区          分

行 政 職
　　　　　　（円）

高　　校　　卒 188,000 188,000

行              政              職

平均給与月額 （円）

計

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

５          級

４          級

３          級

２          級

１          級

２          級

１          級

計

７          級

６          級

７          級

６          級

５          級
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（級別の基準となる職務）

（４） 昇給

17 17

13 13

※職員数欄には、短時間勤務職員以外の職員を記載

3

－

3 3

－

－ －

－ －

3

区      分 行      政      職

７      級   部長、参事の職務

６      級   課長、主幹の職務

５      級   総括主査、副主幹の職務

４　    級   主任主査の職務

３      級   主査の職務

２      級   主任の職務

１      級   主事、技師の職務

代 表 的 な 職 種

行     政     職

職     員     数  （Ａ）  （人）

昇給に係る職員数  （Ｂ）  （人）

18

15

 １号給　（人）

 ２号給　（人）

 ３号給　（人）

 ４号給　（人）

 ５号給　（人）

 ６号給　（人）

 その他　（人）

比率 （Ｂ）／（Ａ）         （％） 83.3

 ４号給　（人）

 ５号給　（人）

83.3

職     員     数  （Ａ）  （人）

昇給に係る職員数  （Ｂ）  （人）

－

－

－

－

－

－

10 10

76.5

区 分 合        計

本年度
号給数別内訳

前年度
号給数別内訳

 ６号給　（人）

 その他　（人）

比率 （Ｂ）／（Ａ）         （％） 76.5

 １号給　（人）

 ２号給　（人）

 ３号給　（人）

6

5

18

15

6

5

－

－

1

－

－

1

- 9 -



（５） 特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

（６） 期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

（ 1.180 ） （ 1.180 ） （ 2.360 ）

2.260 2.260 4.520

（ 1.155 ） （ 1.155 ） （ 2.310 ）

2.210 2.210 4.420

（ 1.180 ） （ 1.180 ） （ 2.360 ）

2.260 2.260 4.520

※（   ）内は、再任用職員の標準的な支給率

（７） その他の手当

差 異 の 内 容

－

－

－

区              分 全　職　種 行　政　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.03 0.03

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 令 和 7 年 1 月 1 日 現 在 ）

83.3 83.3

支給対象職員１人当たりの平均支給月額 111 111

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 作業手当

標準的な支給期別支給率

区        分 一般会計の制度との異同

本    年    度

扶   養   手   当 同      じ

住   居   手   当 同      じ

通   勤   手   当 同      じ

区        分
支給率計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

備　考

有

前    年    度 有

一般会計の制度 有
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期　間 金額 期　間 金額
損益勘定
留保資金

その他

千円 千円 千円 千円 千円

512,632
令和4年度から
令和6年度まで

303,284
 令和7年度から
 令和8年度まで

209,348 － 209,348

139,480
令和5年度から
令和6年度まで

51,700
 令和7年度から
 令和9年度まで

87,780 － 87,780

16,500
令和5年度から
令和6年度まで

3,300
 令和7年度から
 令和10年度まで

13,200 － 13,200

46,024 令和6年度 0 令和7年度 46,024 － 46,024
施設更新計画策定業務
（令和6年度）

公営企業会計システム
更新事業
（令和5年度）

水道施設運転管理業務
（令和4年度）

事    項 限度額 支払義務発生 (見込 )額 支 払 義 務 発 生 予 定 額 財 源 内 訳

上下水道料金徴収業務
（令和3年度）

債務負担行為に関する調書

(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の
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(単位：千円、消費税及び地方消費税抜)

１　営業収益

（1）　給水収益 840,284

（2）　受託工事収益 6,454

（3）　その他営業収益 69,615 916,353

２　営業費用

（1）　原水及び浄水費 153,497 　

（2）　配水及び給水費 103,296

（3）　受託工事費 6,455

（4）　業務費 112,217

（5）　総係費 73,478

（6）　減価償却費 398,426

（7）　資産減耗費 20,481

（8）　その他営業費用 365 868,215

　営　業　利　益 48,138

３　営業外収益

（1）　受取利息及び配当金 8

（2）　他会計補助金 4,090

（3）　引当金戻入益 6,110

（4）　長期前受金戻入 87,253

（5）　雑収益 270 97,731

４　営業外費用

（1）　支払利息及び企業債取扱諸費 24,289 24,289 73,442

　経　常　利　益 121,580

　当年度純利益 121,580

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 195,026

　当年度未処分利益剰余金 316,606

令和６年度滝沢市水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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(単位：千円)

1 固定資産
（1）有形固定資産

ア 土地 164,270
イ 建物 482,959

減価償却累計額 △ 272,437 210,522
ウ 構築物 13,924,543

減価償却累計額 △ 5,791,006 8,133,537
エ 機械及び装置 2,904,367

減価償却累計額 △ 1,841,063 1,063,304
オ 車両運搬具 20,215

減価償却累計額 △ 14,754 5,461
カ 工具器具及び備品 32,308

減価償却累計額 △ 26,903 5,405
キ 建設仮勘定 28,020

有形固定資産合計 9,610,519
（2）無形固定資産

ア 施設利用権 7,586
イ 電話加入権 742

無形固形資産合計 8,328
固定資産合計 9,618,847

2 流動資産
（1）現金預金

ア 預金 1,275,603
現金預金合計 1,275,603

（2）未収金
ア 営業未収金 11,979

貸倒引当金 △ 52 11,927
イ 営業外未収金 327

未収金合計 12,254
（3）貯蔵品

ア 貯蔵量水器 3,128
貯蔵品合計 3,128

流動資産合計 1,290,985
資産合計 10,909,832

3 固定負債
（1）企業債

ア 1,760,682
企業債合計 1,760,682

固定負債合計 1,760,682

令和６年度滝沢市水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

負　債　の　部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

－ 13 －



4 流動負債
（1）企業債

ア 147,098
企業債合計 147,098

（2）未払金
ア 営業未払金 56,325
イ その他未払金 16,348

未払金合計 72,673
（3）引当金

ア 賞与引当金 5,994
イ 法定福利費引当金 949

引当金合計 6,943
（4）その他流動負債

ア 預り諸税 28
イ 過誤納金 286

その他流動負債合計 314
流動負債合計 227,028

5 繰延収益
（1）長期前受金

ア 受贈財産評価額 1,605,200
収益化累計額 △ 702,892 902,308

イ 負担金 1,118,439
収益化累計額 △ 695,553 422,886

ウ 国庫補助金 1,238,935
収益化累計額 △ 223,653 1,015,282
長期前受金合計 2,340,476

繰延収益合計 2,340,476
負債合計 4,328,186

6 資本金
（1）固有資本金 56,894
（2）繰入資本金 1,075,515
（3）組入資本金 4,887,254
（4）引継資本金 125,670

資本金合計 6,145,333

7 剰余金
（1）資本剰余金

ア 国庫補助金 1,370
イ 受贈財産評価額 5,180

資本剰余金合計 6,550
（2）利益剰余金

ア 減債積立金 113,157
イ 当年度未処分利益剰余金 316,606

利益剰余金合計 429,763
剰余金合計 436,313
資本合計 6,581,646
負債資本合計 10,909,832

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

資　本　の　部

－ 14 －



(単位：千円、消費税及び地方消費税抜)

１　営業収益

（1）　給水収益 850,405

（2）　受託工事収益 2,001

（3）　その他営業収益 71,221 923,627

２　営業費用

（1）　原水及び浄水費 173,625 　

（2）　配水及び給水費 104,905

（3）　受託工事費 2,274

（4）　業務費 114,141

（5）　総係費 80,799

（6）　減価償却費 402,817

（7）　資産減耗費 15,700

（8）　その他営業費用 357 894,618

　営　業　利　益 29,009

３　営業外収益

（1）　受取利息及び配当金 625

（2）　他会計補助金 3,633

（3）　引当金戻入益 7,099

（4）　長期前受金戻入 87,843

（5）　雑収益 215 99,415

４　営業外費用

（1）　支払利息及び企業債取扱諸費 24,571 24,571 74,844

　経　常　利　益 103,853

　当年度純利益 103,853

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 119,900

　当年度未処分利益剰余金 223,753

令和７年度滝沢市水道事業予定損益計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)
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(単位：千円)

1 固定資産
（1）有形固定資産

ア 土地 167,330
イ 建物 482,959

減価償却累計額 △ 281,263 201,696
ウ 構築物 14,275,307

減価償却累計額 △ 6,043,029 8,232,278
エ 機械及び装置 3,073,863

減価償却累計額 △ 1,927,326 1,146,537
オ 車両運搬具 22,598

減価償却累計額 △ 14,754 7,844
カ 工具器具及び備品 32,308

減価償却累計額 △ 27,617 4,691
有形固定資産合計 9,760,376

（2）無形固定資産
ア 施設利用権 3,792
イ 電話加入権 742

無形固形資産合計 4,534
固定資産合計 9,764,910

2 流動資産
（1）現金預金

ア 預金 1,110,806
現金預金合計 1,110,806

（2）未収金
ア 営業未収金 11,967

貸倒引当金 △ 84 11,883
イ 営業外未収金 327
ウ その他未収金 12,524

未収金合計 24,734
（3）貯蔵品

ア 貯蔵量水器 3,610
貯蔵品合計 3,610

流動資産合計 1,139,150
資産合計 10,904,060

3 固定負債
（1）企業債

ア 1,713,906
企業債合計 1,713,906

固定負債合計 1,713,906

令和７年度滝沢市水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

負　債　の　部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

－ 16 －



4 流動負債
（1）企業債

ア 146,776
企業債合計 146,776

（2）未払金
ア 営業未払金 66,116
イ その他未払金 95

未払金合計 66,211
（3）引当金

ア 賞与引当金 6,575
イ 法定福利費引当金 1,280

引当金合計 7,855
（4）その他流動負債

ア 預り諸税 28
イ 過誤納金 286

その他流動負債合計 314
流動負債合計 221,156

5 繰延収益
（1）長期前受金

ア 受贈財産評価額 1,602,357
収益化累計額 △ 737,130 865,227

イ 負担金 1,117,935
収益化累計額 △ 713,468 404,467

ウ 国庫補助金 1,237,328
収益化累計額 △ 254,996 982,332
長期前受金合計 2,252,026

繰延収益合計 2,252,026
負債合計 4,187,088

6 資本金
（1）固有資本金 56,894
（2）繰入資本金 1,106,988
（3）組入資本金 5,082,280
（4）引継資本金 125,670

資本金合計 6,371,832

7 剰余金
（1）資本剰余金

ア 国庫補助金 1,370
イ 受贈財産評価額 5,180

資本剰余金合計 6,550
（2）利益剰余金

ア 減債積立金 114,837
イ 当年度未処分利益剰余金 223,753

利益剰余金合計 338,590
剰余金合計 345,140
資本合計 6,716,972
負債資本合計 10,904,060

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

資　本　の　部

－ 17 －



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

ア　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品は先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産

　　　　減価償却の方法は定額法によっている。なお、耐用年数は地方公営企業法施行規則別表第２

　　　号に定める耐用年数による。

イ　無形固定資産

　　　　減価償却の方法は定額法によっている。なお、耐用年数は地方公営企業法施行規則別表第３

　　　号に定める耐用年数による。

（３）引当金の計上方法

ア　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

イ　法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出

　　　見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

ウ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込み額を計上している。

エ　退職給付引当金

　　　　岩手県市町村総合事務組合（退職手当組合）の負担金以外に退職手当支給の費用が見込まれ

　　　ないため、退職給付引当金は計上していない。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（５）収益及び費用の計上基準

　　ア　収益　実現主義によっている。

　　イ　費用　発生主義によっている。

２　予定貸借対照表

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償

　　還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、

３　その他の注記

（１）積立金の使用について

　　　企業債元金償還のために使用する減債積立金と、建設改良事業のために使用する建設改良積立

　　金は、その他未処分利益剰余金変動額として計上する。

356,242千円である。
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滝沢市水道事業会計予算参考資料



水道事業会計



収益的収入及び支出 (単位：千円、消費税及び地方消費税込)
令和７年度
予　定　額

令和６年度
決算見込額

増減(△減)
令和７年度
予　定　額

令和６年度
決算見込額 増減(△減)

1,015,093 1,006,620 8,473 930,060 901,819 28,241

給 水 収 益 935,445 924,312 11,133 原水及び浄水費 189,513 167,359 22,154

受託工事収益 2,001 6,454 △ 4,453 配水及び給水費 112,502 110,745 1,757

その他営業収益 77,647 75,854 1,793 受 託 工 事 費 2,500 7,100 △ 4,600

99,415 97,731 1,684 業 務 費 124,258 122,170 2,088

受 取 利 息 及 び
配 当 金

625 8 617 総 係 費 82,387 75,143 7,244

他会計補助金 3,633 4,090 △ 457 減 価 償 却 費 402,817 398,426 4,391

引当金戻入益 7,099 6,110 989 資 産 減 耗 費 15,700 20,481 △ 4,781

長期前受金戻入 87,843 87,253 590 その他営業費用 383 395 △ 12

雑 収 益 215 270 △ 55 31,685 57,859 △ 26,174

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

24,571 24,289 282

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

7,114 33,570 △ 26,456

1,114,508 1,104,351 10,157 961,745 959,678 2,067

152,763 144,673 8,090

資本的収入及び支出 (単位：千円、消費税及び地方消費税込)
令和７年度
予　定　額

令和６年度
決算見込額

増減(△減)
令和７年度
予　定　額

令和６年度
決算見込額

増減(△減)

100,000 100,000 0 617,711 478,970 138,741

建設改良費等に充
てるための企業債

100,000 100,000 0 営 業 設 備 費 140,341 99,842 40,499

31,473 31,016 457 水道施設整備費 92,790 87,243 5,547

他会計出資金 31,473 31,016 457 配水管整備費 384,580 291,885 92,695

1,000 0 1,000 147,098 146,385 713

他会計負担金 1,000 0 1,000 企業債償還金 147,098 146,385 713

0 12,274 △ 12,274 1,607 1,088 519

国 補 助 金 0 12,274 △ 12,274 返 還 金 1,607 1,088 519

132,473 143,290 △ 10,817

消費税及び地方消費
税資本的収支調整額 52,649 40,254 12,395

減 債 積 立 金 115,625 115,369 256

建設改良積立金 4,275 79,658 △ 75,383

損 益 勘 定
留 保 資 金

461,394 247,872 213,522

633,943 483,153 150,790

766,416 626,443 139,973 766,416 626,443 139,973

営 業 収 益 営 業 費 用

収入科目 支出科目

合　　　　　計 合　　　　　計

収　支　差　額

令和６年度・令和７年度滝沢市水道事業会計収支比較表

収入科目 支出科目

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

合　　　　　計 合　　　　　計

企 業 債 建 設 改 良 費

出 資 金

負 担 金 企 業 債 償 還 金

補 助 金

小　　　　　計

補 て ん 財 源

小　　　　　計

返 還 金
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収益的収入及び支出

収　　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 1,114,508

1 営 業 収 益 1,015,093

1 給 水 収 益 935,445

給 水 収 益 935,445 水道料金

2 受託工事収益 2,001

受託工事収益 2,001
配水管施設等の工事受託収益
水道施設破損弁償金

3 その他営業収益 77,647

手 数 料 2,835

督促手数料
設計審査手数料
完成検査手数料
給水装置工事事業者指定手数料
給水資料交付手数料　等

水 道 加 入 金 12,430
給水装置の新設・増径による水
道加入金収益

他会計負担金 62,327

下水道事業会計経費負担金
　徴収業務委託経費
　量水器維持管理経費
土地賃貸借料負担金

雑 収 益 55
施設等貸付料
土地貸付料

2 営業外収益 99,415

1
受取利息及び
配 当 金

625

預 金 利 息 625 定期預金利息

2 他会計補助金 3,633

一般会計補助金 3,633
統合簡易水道引継企業債の利息
償還に対する交付税基準内繰入

3 引当金戻入益 7,099

貸 倒 引 当 金
戻 入 益 51

水道料金に係る貸倒引当金の戻
入

賞 与 引 当 金
戻 入 益 5,992

損益勘定支弁職員の前年度発生
分賞与に係る引当金の戻入

法 定 福 利 費
引 当 金 戻 入 益 1,056

損益勘定支弁職員の前年度発生
分賞与に係る法定福利費引当金
の戻入

4 長期前受金戻入 87,843

長期前受金戻入 87,843
減価償却及び除却損見合い分の
長期前受金の収益化

5 雑 収 益 215

その他雑収益 215 専門研修受講費助成金　等

令和７年度滝沢市水道事業会計予算説明書

明　　　細

水道事業収益

款　　　項 目 予定額
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支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 961,745

1 営 業 費 用 930,060

1 原水及び浄水費 189,513

給 料 7,809 職員2名、会計年度任用職員1名分

手 当 3,893 職員2名、会計年度任用職員1名分

法 定 福 利 費 2,400
市町村職員共済組合負担金
退職手当組合負担金
会計年度任用職員法定福利費

報 償 費 1,584 毎日水質検査に対する報償

備 消 品 費 592 作業用・事務用の消耗品購入費

燃 料 費 233 公用車燃料費

光 熱 水 費 92
浄水場暖房用灯油
ガス料金

通 信 運 搬 費 3,198
テレメータ回線専用料
監視カメラ等通信料
電話料金　等

委 託 料 115,224

浄水設備等保守点検管理
水質等管理
浄水場運転管理
浄水施設管理
システム保守管理　等

手 数 料 5 浄化槽法定検査料

賃 借 料 68 デジタル複合機賃借料

修 繕 費 8,988
水道施設修繕費
公用車修繕費

動 力 費 40,542 浄水施設電気料等

薬 品 費 2,801
浄水用薬品購入費
試薬購入費

厚 生 費 20 市町村職員健康福利機構負担金

水 源 対 策 費 640
水源保全地整備費
浄化槽設置補助金

負 担 金 827 水源管理負担金　等

保 険 料 565
公用車保険料
水道機械設備損害保険料

公 課 費 32 自動車重量税　等

明　　　細

水道事業費用

款　　　項 目 予定額
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支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

明　　　細
款　　　項 目 予定額

2 配水及び給水費 112,502

給 料 14,271 職員4名、会計年度任用職員1名分

手 当 8,755 職員4名、会計年度任用職員1名分

法 定 福 利 費 5,655
市町村職員共済組合負担金
退職手当組合負担金
会計年度任用職員法定福利費

備 消 品 費 1,187 作業用・事務用の備消耗品購入費

燃 料 費 256 公用車燃料費

印 刷 製 本 費 154
資料交付申請書
設計審査・完成検査申請書の納付
書

通 信 運 搬 費 138 電話料金

委 託 料 52,622

上水道管路情報管理システム保
守・加除修正業務
漏水調査業務
施設更新計画策定業務　等

手 数 料 4 準中型運転免許手数料

賃 借 料 433
水道積算システム利用料
資材設計単価データ共同利用料
土地借上料　等

修 繕 費 19,500
配水給水施設維持修繕費
公用車修繕費

路 面 復 旧 費 8,700 修繕箇所舗装復旧工事費

材 料 費 500 配水管緊急修繕資材購入費

厚 生 費 50 市町村職員健康福利機構負担金

保 険 料 189 公用車保険料

公 課 費 88 自動車重量税・印紙代

3 受 託 工 事 費 2,500

修 繕 費 500 折損事故修繕費

工 事 請 負 費 2,000 配水管移設等受託工事

4 業 務 費 124,258

給 料 6,884 職員2名分

手 当 3,562 職員2名分

法 定 福 利 費 2,727
市町村職員共済組合負担金
退職手当組合負担金

通 信 運 搬 費 115
郵便料金
電話料金

委 託 料 107,066
水道料金等徴収業務
コンビニ収納業務　等
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支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

明　　　細
款　　　項 目 予定額

手 数 料 3,874 収納代理金融機関収納手数料　等

賃 借 料 2 施設利用料

厚 生 費 23 市町村職員健康福利機構負担金

公 課 費 5 支払督促用収入印紙　等

5 総 係 費 82,387

給 料 26,936 職員5名、会計年度任用職員1名分

手 当 15,026 職員5名、会計年度任用職員1名分

賞 与 引 当 金
繰 入 額

6,575
損益勘定支弁職員の翌年度支給見
込賞与に係る当年度発生分の引当
金

報 酬 336 上下水道事業経営審議会委員報酬

法 定 福 利 費 11,100
市町村職員共済組合負担金
退職手当組合負担金
会計年度任用職員法定福利費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

1,280
損益勘定支弁職員の翌年度支出見
込賞与に係る法定福利費の当年度
発生分の引当金

旅 費 439
日本水道協会東北地方支部総会等
職員旅費
上下水道事業経営審議会委員旅費

被 服 費 176 職員貸与作業服等購入費

備 消 品 費 843 事務用消耗品購入費

光 熱 水 費 1,926
分庁舎分電気・ガス・灯油・水道
料金　等

印 刷 製 本 費 878 上下水道広報誌

通 信 運 搬 費 125 電話料金

委 託 料 3,999
デジタル複合機保守管理業務
消費税等確定申告業務委託
広報活動関係委託費　等

手 数 料 214 出納取扱金融機関公金振込手数料

賃 借 料 3,595
行政財産使用料
公営企業会計システム使用料

修 繕 費 500 分庁舎施設修繕費

研 修 費 1,990 職員研修旅費・研修受講料

厚 生 費 94 市町村職員健康福利機構負担金

負 担 金 5,265

市長部局業務支援負担金
庁内電話負担金
分庁舎に係る清掃・警備経費負担
金
退職手当に係る特別負担金　等
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支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

明　　　細
款　　　項 目 予定額

会 費 負 担 金 272 日本水道協会会費　等

保 険 料 660
水道賠償責任保険料
情報漏えい賠償責任保険料　等

雑 費 158
高速道路通行料・駐車料金
ＮＨＫ受信料

6 減 価 償 却 費 402,817

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

399,023
建物・構築物・機械装置・工具器
具備品

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

3,794 施設利用権

7 資 産 減 耗 費 15,700

固定資産除却費 15,700 有形固定資産除却損

8 その他営業費用 383

貸 倒 損 失 52 水道料金不納欠損

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

84 水道料金貸倒損失に備える引当金

雑 支 出 247
過年度損益修正損
（過年度水道料金等の調定減額）

2 営業外費用 31,685

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

24,571

企 業 債 利 息 24,571 企業債利子償還額

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

7,114

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

7,114
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資本的収入及び支出

収　　入
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 132,473

1 企 業 債 100,000

1 100,000

建設改良費等に
充 て る た め の
企 業 債

100,000 配水管整備事業債

2 出 資 金 31,473

1 他会計出資金 31,473

一般会計出資金 31,473
統合簡易水道引継企業債の元金
償還に対する交付税基準内繰入

3 負 担 金 1,000

1 他会計負担金 1,000

消火栓負担金 1,000 消火栓設置工事負担金

建設改良費等に
充てるための
企 業 債

明　　　細

資 本 的 収 入

款　　　項 目 予定額
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支　　出
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 766,416

1 建設改良費 617,711

1 営 業 設 備 費 140,341

土 地 取 得 費 3,150 水源保護用地取得費

機 械 及 び 装 置
取 得 費

134,577
量水器取得費
量水器交換業務　等

車 両 運 搬 具
取 得 費

2,614 車両購入費

2 水道施設整備費 92,790

事 務 費 12,986
職員2名分
給料・手当・法定福利費　等

工 事 費 及 び
補 償 費

78,979 基幹水道施設整備事業費

調 査 設 計 費 825
送水管布設工事実施設計修正
業務

3 配水管整備費 384,580

事 務 費 21,180
職員3名分
給料・手当・法定福利費　等

工 事 費 及 び
補 償 費

343,400
配水管整備事業費
漏水対策事業費
路面復旧費　等

調 査 設 計 費 20,000
配水管布設工事実施設計業務
等

2 企業債償還金 147,098

1
建設改良企業債
償 還 金

147,098

建設改良企業債
償 還 金

147,098 企業債元金償還金

3 返還金 1,607

1 返 還 金 1,607

国 庫 補 助 金
返 還 金

1,607 国庫補助返還金

明　　　細

資 本 的 支 出

款　　　項 目 予定額
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(単位：千円、消費税及び地方消費税込)
区分 事業名称

用地測量業務
水源保護用地費

計 3,150 計 3,150

計 134,577 計 134,577

計 2,614 計 2,614
140,341

工事費及び
補償費

78,979 自己資金 78,979

計 78,979 計 78,979
調査設計費 825 自己資金 825

計 825 計 825
事務費 12,986 自己資金 12,986

計 12,986 計 12,986
92,790

302,900 自己資金 202,900
　砂込地区工事 企業債 100,000
　葉の木沢山地区工事
　大崎地区工事
　牧野林地区工事
　穴口地区工事　他

施工総延長 2,870ｍ 計 302,900 計 302,900
路面復旧費

　舗装復旧工事（車道・歩道） 4,500㎡
計 40,500 計 40,500

調査設計費 調査設計費 20,000 自己資金 20,000
計 20,000 計 20,000

事務費 21,180 自己資金 21,180
計 21,180 計 21,180

384,580
建設改良費合計 617,711

(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

費用区分

合   計 36,167

配水及び給水費 配水施設修繕工事
27,650 自己資金 27,650

路面復旧工事

原水及び浄水費 小規模修繕工事
8,517 自己資金 8,517

緊急修繕工事

保存工事の主な内容

事業内容 予算額 財源内訳

配
水
管
整
備
費

配水管布設工事実施設計業務

事務費

40,500 自己資金 40,500

人件費等

事業費計

配水管整備工事等により掘削を行った道
路の路面復旧を行う工事。

工事費及び
補償費

事業費計

水
道
施
設
整
備
費

基幹水道施
設整備事業
費

基幹となる運転管理・水質管理に必要と
なる施設を整備する。
　姥屋敷配水池残留塩素計更新工事
　送水管整備工事（水系連絡管）　他

調査設計費 送水管布設工事修正設計業務

事務費 人件費等

事業費計
配水管整備
事業費

経年配水管の更新による有効率の向上及
び配水管の耐震化の整備をする。 工事費及び

補償費

車両運搬具
取得費

新規配給車両（ハイブリッド4WD）
車両取得費 2,614 自己資金

73,428

量水器交換
業務

61,149 自己資金 61,149

建設改良費の主な内容

事業内容 予算額 財源内訳

営
業
設
備
費

土地取得費 土地取得費 3,150 自己資金 3,150

2,614

機械及び装
置取得費

検満時期を迎えた水道メーターを交換す
る。
　量水器・直購入
　量水器・貯蔵品出庫
　量水器交換業務

量水器取得
費

73,428 自己資金
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